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第３ 財務の概要 

 

１ 事業活動収支 

 

(1) 事業活動収入計 

   ３,４５７百万円 … ① 

（予算との差異 △２５百万円） 

（前年度比   ２４７百万円増加） 

 

(2) 事業活動支出計 

３,２２６百万円 … ② 

（予算との差異 １１５百万円） 

（前年度比   ３３７百万円増加） 

 

(3) 基本金組入前当年度収支差額（＝ ① △ ② ） 

２３１百万円 … ③ 

（予算との差異 １４１百万円） 

（前年度比    ９０百万円減少） 

 

(4) 当年度収支差額（＝ ③ △ 基本金組入額合計 ） 

１２２百万円 

（予算との差異 △２１９百万円） 

（前年度比    ９７百万円減少） 

 

(5) 事業活動収支差額比率（＝ ③ ／ ① ） 

６.７％ 

（令和２年度予算      ２.６％） 

（令和元年度決算     １０.０％） 

（令和元年度全国私大平均  ４.７％） 

 

【比率の解説】 

（日本私立学校振興・共済事業団発行令和元年度版『日本の私学財政（大学・短期大学編』による。

以下、同じ。） 

事業活動収支差額比率は、事業活動収入に対する基本金組入前当年度収支差額が占める割合    

であり、この比率がプラスで大きいほど自己資金が充実し、財政面での将来的な余裕につながるもの

とされている。 

この比率がマイナスの場合は、当年度の事業活動収入で事業活動支出を賄うことができなかったこ

とを示し、基本金組入前の段階で既に支出超過の状況にあることを意味する。 

マイナスとなった要因が臨時的なものによる場合は別として、一般的にマイナス幅が大きくな   

るほど経営が圧迫され、将来的には資金繰りに支障を来たす可能性が否めない。 
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２ 当年度特有の事業等 

 

(1) 新型コロナウイルス感染対策関係 

              （千円） 

収入 

寄付金 新型コロナウイルス感染症対策学生支援寄付金※ ３,４５５ 

補助金 

文科省 遠隔授業活用推進事業補助金 

文科省 学校保健特別対策事業費補助金(学校再開支援) 

文科省 同補助金(マスク等購入支援) 

文科省 同補助金(学校教育活動継続等支援) 

事業団 私大等経常費補助金特別補助（新型コロナウイルス感染症

緊急経済対策分） 

事業団 同補助金特別補助（新型コロナウイルス感染症対策支援） 

岩手県 運営費補助金(新型コロナウイルス感染症対策割) 

岩手県 特色ある幼児教育振興補助金(新型コロナウイルス感染症

対策) 

岩手県 修学旅行キャンセル料等支援費補助金 

２,９６６ 

１,２５０ 

８３ 

１,０００ 

４６６ 

 

２,０００ 

９,６００ 

２,０００ 

 

８７３ 

その他 スクールバス業務委託料値引き ７,９２３ 

収入計 
 

３１,６１６ 

支出 

消耗品費 

エアロピュア（空間除菌消臭装置）３００台 

オンライン授業関係（Ｗｅｂカメラ・システム等） 

飛沫感染対策用パーテーション等 

加湿器 

仮設テント 

ＣＯ₂センサー 

マスク・消毒液その他 

１３,３６５ 

１,３３４ 

２,５９４ 

１,５２２ 

４２５ 

１１２ 

８,２７２ 

奨学費 
遠隔授業受講環境整備費支援金（大学・短大部） 

コロナに負けるな!返済不要の「学生エール給付金」 

９８,５５０ 

１,７５０ 

賃借料 
貸出し用モバイル Wi-Fiルーター賃借料 

発熱者待機用スーパーハウス賃貸料 

３,５４５ 

１２２ 

福利 

厚生費 

非接触型体温計 

感染症防護対策キット・防護服等 

内科検診費用立替 

マスク・消毒液その他 

２７８ 

８７ 

４０ 

３,２８３ 

機器備品 サーマルカメラ（顔認証）１０台 ４,６４６ 

建物 エアコン設備設置工事代 １６台（附属高校 岩手県 運営費補助金) １８,４３６ 

支出計 
 

１５８,３６１ 

 

 ※寄付募集対象 

   一般企業・本法人役員及び評議員並びに教職員（非常勤講師含む）・大学・短大部両同窓会 
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(2) 高等教育の修学支援新制度関係 

 収入 国庫補助金収入  １６３,４１５千円 

 

支出 教・奨学費支出  １６２,９４３千円 

 

    ※対象者数 大 学 … ２７０名（１５.１％） 

短大部 …  ３７名（１８.１％） 

 

(3) 資産運用関係 

    収入 有価証券売却収入  １５２,００５千円（投資信託 簿価１５１,６２０千円） 

受取利息･配当金収入  ３７,２０２千円（前年度比 １,０９７千円減少） 

 

支出 有価証券購入支出   ４８５,６６６千円（前年度比１３３,９９１千円増加） 

長期性預金繰入支出 ５００,０００千円（前年度比５００,０００千円増加） 

 

      ※有価証券売却差額 … １,８６５千円（投資信託 簿価 ５０,５４０千円） 

       有価証券処分差額 … １,４８０千円（投資信託 簿価１０１,０８０千円） 

 

(4) 砂込校地ネットワークセキュリティ用次世代ファイアウォール一式（９,２５３千円） 

機器備品    教育研究用機器備品支出 ５,７４１千円 

管理用機器備品支出     １３５千円 

    年間保守料他  教・業務委託費支出    ３,２９９千円 

管・業務委託費支出      ７８千円 

 

(5) 砂込校地自動火災報知設備受信盤交換工事他 

 建物支出  １４,３５５千円 

 

(6) 附属高校他受変電設備更新及び動力幹線増設工事 

 建物支出  ２７,４４５千円 

 

(7) 盛岡大学附属幼保連携型認定こども園（仮称）基本設計 

      建設仮勘定  ５,５５０千円 

 

(8) 図書館ＰＣネットワークシステム（５,７６１千円） 

      機器備品（設計・設定・導入作業費含む）教育研究用機器備品支出   ３,１２５千円 

      周辺機材              教・消耗品費支出        ２,５３０千円 

無線 LAN保守料他         教・業務委託費支出       １０６千円 

 

(9) 図書館図書自動貸出返却装置 

      教育研究用機器備品支出  ２,０９０千円 
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３ 財務比率 

 

科 目 等 令和元年度 令和２年度 
令和元年度 

全国私大平均 

人件費 
百万円 

１,８１５ 

百万円 

１,９３４ 

 

― 

人件費比率 

（人件費／経常収入） 

％ 

 ５６.７ 

％ 

 ５６.３ 

％ 

５３.２ 

教育研究経費 
百万円 

 ７２０ 

百万円 

 ９５８ 

 

― 

教育研究経費比率 

（教育研究経費／経常収入） 

％ 

 ２２.５ 

％ 

 ２７.９ 

％ 

３３.５ 

管理経費 
百万円 

 ３５０ 

百万円 

 ３２７ 

 

― 

管理経費比率 

（管理経費／経常収入） 

％ 

 １０.９ 

％ 

 ９.５ 

％ 

８.９ 

 

＊「経常収入」 ＝ 教育活動収入計 ＋ 教育活動外収入計 

 

 

４ 学校別収支 

 

(1) 盛岡大学 文学部 

 （千円） 

科   目 令和元年度 令和２年度 差 異 

事業活動収入計 １,８５２,４６８ ２,０５０,３７６ △１９７,９０８ 

事業活動支出計 １,４４２,９１５ １,７５５,２２０ △３１２,３０５ 

基本金組入前当年度収支差額 ４０９,５５３ ２９５,１５６ １１４,３９７ 

基本金組入額合計 △４８,４３１ △４７,０１４ △２,５１８ 

当年度収支差額 ３６１,１２２ ２４８,１４２ １１１,８７９ 

 

 

 

(2) 盛岡大学 栄養科学部 

 （千円） 

科   目 令和元年度 令和２年度 差 異 

事業活動収入計 ４０３,０５３ ４２４,８３５ △２１,７８２ 

事業活動支出計 ４１５,５２５ ４２８,１７５ △１２,６４９ 

基本金組入前当年度収支差額 △１２,４７２ △３,３４０ △９,１３３ 

基本金組入額合計 △２７,１３６ △１５,８７６ △１１,４３３ 

当年度収支差額 △３９,６０８ △１９,２１６ △２０,５６６ 

 



- 37 - 

 

(3) 盛岡大学 全体 

 （千円） 

科   目 令和元年度 令和２年度 差 異 

事業活動収入計 ２,２５５,５２１ ２,４７５,２１１ △２１９,６９０ 

事業活動支出計 １,８５８,４４０ ２,１８３,３９４ △３２４,９５４ 

基本金組入前当年度収支差額 ３９７,０８１ ２９１,８１７ １０５,２６４ 

基本金組入額合計 △７５,５６７ △６２,８９０ △１３,９５１ 

当年度収支差額 ３２１,５１４ ２２８,９２７ ９１,３１３ 

 

 

 

(4) 盛岡大学短期大学部 

（千円） 

科   目 令和元年度 令和２年度 差 異 

事業活動収入計 ３１３,８６８ ３０９,７７８ ４,０９０ 

事業活動支出計 ３１３,１９１ ３５７,０９０ △４３,８９９ 

基本金組入前当年度収支差額 ６７７ △４７,３１２ ４７,９８９ 

基本金組入額合計 ４１４ △５,７６７ ５,９２１ 

当年度収支差額 １,０９１ △５３,０７９ ５３,９１０ 

 

 

 

(5) 盛岡大学附属高等学校 

（千円） 

科   目 令和元年度 令和２年度 差 異 

事業活動収入計 ４７４,４２６ ４９６,１９６ △２１,７７０ 

事業活動支出計 ５１６,９１４ ４８６,１７５ ３０,７３９ 

基本金組入前当年度収支差額 △４２,４８８ １０,０２１ △５２,５０９ 

基本金組入額合計 △１７,７６０ △３４,９８６ １８,７６０ 

当年度収支差額 △６０,２４８ △２４,９６５ △３３,７４９ 

 

 

 

(6) 盛岡大学附属厨川幼稚園 

                                           （千円） 

科   目 令和元年度 令和２年度 差 異 

事業活動収入計 ９１,４５２ ９８,０６１ △６,６０９ 

事業活動支出計 ７５,７２４ ７５,１８６ ５３８ 

基本金組入前当年度収支差額 １５,７２８ ２２,８７５ △７,１４７ 

基本金組入額合計 △２,７２８ △５,５９２ ２,８６４ 

当年度収支差額 １３,０００ １７,２８３ △４,２８３ 

(7) 盛岡大学附属松園幼稚園 
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 （千円） 

科   目 令和元年度 令和２年度 差 異 

事業活動収入計 ６２,６６９ ６９,０１６ △６,３４７ 

事業活動支出計 ６３,０３５ ７２,１９７ △９,１６２ 

基本金組入前当年度収支差額 △３６６ △３,１８１ ２,８１５ 

基本金組入額合計 △１,２９５ ０ △１,２９５ 

当年度収支差額 △１,６６１ △３,１８１ １,５２０ 

 

 

 

 ５ 基本金組入れ状況 

 

(1) 第１号基本金 

（千円） 

部 門 主な固定資産 当期組入高 

学校法人 学生会館寮費運営システム ４ 

大学 文学部 砂込校地自動火災報知設備受信盤交換工事

（１４,３５５）・砂込校地ネットワークセキ

ュリティ用次世代ファイアウォール一式 

（５,８７６）・砂込校舎教室エアコン設置工

事（６,４２０）他 

４８,９８４ 大学 栄養科学部 

短期大学部 

附属高校 

受変電設備更新及び動力幹線増設工事 

（２５,９１０）・ エアコン設備設置工事 

（１８,４３６）他 

７０,５７２ 

厨川幼稚園 
盛岡大学附属幼保連携型認定こども園（仮称）

基本設計（５,５５０）他 
５,５９２ 

松園幼稚園  ０ 

合  計  １２５,１５２ 

 

 

 

(2) 第２号基本金 

（千円） 

 当期組入高 当期末残高 

砂込校舎改築・改装引当特定資産 ２６,５０６ ３８５,９５５ 

盛岡大学附属高校施設設備整備拡充引当特定資産 １０,０００ ６,８４２ 

盛岡大学学生会館施設設備整備拡充引当特定資産 ３,０００ １８,０００ 

計 ３９,５０６ ４１０,７９７ 
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６ 資産・負債 

 

(1) 資産の部合計    １５,６３９百万円 … ① 

（前年度比 ２６０百万円増加） 

 

(2) 負債の部合計    １,８０９百万円 … ② 

（前年度比 ２９百万円増加） 

 

(3) 純資産の部合計（ ＝ ① △ ② ） １３,８３０百万円 ＝ 正味財産 … ③ 

（前年度比 ２３１百万円増加） 

 

      … 令和２年度末資産総額の変更登記 

 

(4) 純資産構成比率（＝ ③ ／ ② ＋ ③ ） 

８８.４％ 

（令和元年度決算      ８８.４％） 

（令和元年度全国私大平均  ８７.８％） 

 

【比率の解説】 

純資産構成比率は、純資産の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で、学校法人の

資金の調達源泉を分析する上で最も概括的で重要な指標である。 

この比率が高い場合は、自己財源が充実していることを示し、財政的には安定                            

していると評価できる。逆に５０％を下回る場合は他人資金が自己資金を上回っていることを示し

ている。 

  

(5) 流動比率（＝ 流動資産 ／ 流動負債） 

８５８.０％ 

（令和元年度決算      ９０９.０％） 

（令和元年度全国私大平均  ２５１.８％） 

 

【比率の解説】 

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合である。 

一年以内に償還又は支払わなければならない流動負債に対して現金預金又は一年以内に現金化

が可能な流動資産がどの程度用意されているかという、学校法人の資金流動性すなわち短期的な支

払い能力を判断する重要な指標の一つである。 

一般に金融機関等では、この比率が２００％以上であれば優良とみなしている。１００％を下回

っている場合には、流動負債を固定資産に投下していることが多く、資金繰りに窮していると見ら

れる。ただし、学校法人にあっては、流動負債には外部負債とは性格を異にする前受金の比重が大

きいことや、流動資産には企業のように多額の「棚卸資産」がなく、ほとんど当座に必要な現金預

金であること、さらに、資金運用の点から長期有価証券へ運用替えしている場合もあり、また、将

来に備えて引当特定資産等に資金を留保している場合もあるため、必ずしもこの比率が低くなると

資金繰りに窮しているとは限らないので留意されたい。 
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 (6) 積立率（＝ 運用資産 ／要積立額） 

８１.９％ 

（令和元年度決算      ８６.７％） 

（令和元年度全国私大平均  ７８.５％） 

 

＊「運用資産」 

   ＝ 特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金 

 

＊「要積立額」 

   ＝ 減価償却累計額＋退職金給与引当金＋第２号基本金＋第３号基本金 

 

 

【比率の解説】 

積立率は、学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するために必要な運用資産の保有状況を表

す。 

この比率では、長期的に必要となる資金需要の典型的なものとして、施設設備の取替更新と退職

金支払に焦点を当てている。その一方で運用資産の内容は、学校法人ごとに特定資産の使途の指定

状況が一様でないことから、換金可能な金融資産、すなわち現金預金・有価証券（固定資産および

流動資産）・特定資産の合計額と幅広く捉えている。 

そのため算定式の分子・分母に使途の異なる要素が混在することになるが、ここでは学校法人全

体の財政状況の全体的な把握を主眼に置いており、個別目的に対応した資産の保有状況を測るもの

ではない。 

一般的には比率は高い方が望ましいが、例えば学校法人の将来計画において部門の規模縮小や廃

止等が予定されている場合には、その分の施設設備の取替更新等が不要となるため、算定式から不

要分にかかる要素を除外して試算してみる等、この算定式から得られる結果のみに捉われず各学校

法人の状況に応じた試算を併用することも比率の活用に上では重要である。 

 


